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平成２４年度 人事行政の運営等の状況の公表について 

 

＊越生町の給与・定員管理については、平成２４年度中に別途公表いたします。

これは、他の市町村と比較できるよう共通様式で公表することになっており

ラスパイレス指数等も比較できるものですが、まだ数値が示されておりませ

んので、確定後、速やかに公表したいと考えております。 

 

第１編 各任命権者からの報告 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）職員の採用の状況 

   平成２４年４月１日付けで、一般行政職員１名を採用しました。 

 

（２）再任用の状況 

      再任用職員とは、高齢者雇用の推進等のため定年退職者等のうち改めて

採用される職員であり、地方公務員法第２８条の４の規定により採用  

されるフルタイム勤務職員と、同法第２８条の５の規定により採用される  

短時間勤務職員とがありますが、越生町にはおりません。 

 

（３）任期付職員の採用状況 

   任期付職員とは、「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する

法律」に基づき採用される職員で、フルタイム勤務職員と短時間勤務職員  

がいます。どのような場合に採用できるかは法定されており、特定のプロ  

ジェクトに係る職などその終期が明確な職に就ける場合や住民サービスを  

向上させるために必要とされる場合などです。 

   なお、越生町には、任期付職員はおりません。 

 

（４）職位別任用状況 

   平成２４年４月１日現在の一般行政職における職位の状況は、次のとお

りです。 

       課長級（６級）           １１人 

     課長補佐・主幹級（５級）  ２２人 

        主席主査級（４級）         ９人 

     主査級（３級）            ４１人 

     主任級（２級）            １３人 

     主事級（１級）            １４人 

   なお、全職員（全ての職種を含む。）の平成２４年４月１日現在における

昇任者数の内訳は次のとおりです。 

   

 課長相当 課長補佐相当 主席主査 主 査 主 任 

 昇 任      ３人       ４人     ２人   ０人     ０人 
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（５）職員の退職・再就職の状況 

      平成２３年度における職員の退職及び再就職の状況は、次のとおりです。 

 事務職 技術職 保育士 全職員 

 定年退職   ３（０）      （ ）     （ ）     ３（０）

 勧奨退職    （ ）      （ ）     （ ）      （ ）

 自己都合退職    （ ）      （ ）    （ ）      （ ）

その他（死亡、免職、失職）    （ ）      （ ）    （ ）      （ ）

 退職者計   ３（０）      （ ）    （ ）     ３（０）

 再就職者   ０（０）      （ ）    （ ）     ０（０）

   （注）「再就職者」とは、退職後に当町、外郭団体、出資法人などに再就職

した者をいいます。（（２）の再任用職員を除く。） 

   （注）（ ）内は、女性数であり、内書きです。 

 

（６）部門別職員数の状況と主な増減理由 

                                                 （各年 4 月 1 日現在） 

職 員 数           区 分 

部 門 平成23年 平成24年

対前年

増減数
主 な 増 減 理 由 

議  会      ２      ２  

総  務 ３１ ３１
 

税  務    １０    ９ －１ シ ス テ ム 導 入 に よ る 減 （ － １ ）  

農林水産      ７      ７  

商  工      ３      ４  １ 観 光 業 務 の 拡 充 を 図 っ た こ と に よ る 職 員 の 増 （ １ ）

土  木     ７     ６ －１ 定 年 退 職 に よ る 減 （ － １ ）  

民  生    １９    ２０ １ 産 後 休 暇 中 の 代 替 に よ る 増 （ １ ）  

衛  生    １０    １０  

一
般
行
政
部
門 

小 計   ８９   ８９  

教  育    １４    １３ －１ 学 校 の 改 修 事 業 が 終 了 し た こ と に よ る 減 （ － １ ）特別行政

部門 小 計    １４    １３ －１  

水  道      ８      ７ －１ シ ス テ ム の 導 入 に よ る 庶 務 担 当 職 員 の 減 （ － １ ）

その他     ９     ９  

公営企業等

会計部門 

小 計    １７    １６ －１  

   合  計  １２０  １１８  －２  

（注） 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する

休職者、派遣職員などを含み、臨時又は非常勤職員を除いています。 

    教育長は、特別行政部門に含まれています。 
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（７）定員適正化計画の数値目標及び進捗状況 

 ① 定員適正化目標（数・率） 

   定員管理適正化計画の当初の目標は、平成１４年の職員数１３８人を、

平成２４年までの１０年間で１１人削減し１２７人とするものでしたが、

平成１８年度に見直しを行い、平成２４年度末までに１１９人とすること

に変更しました。（教育長を含まない数値です。） 

 

 ② 定員適正化手法の概要 

      職員数の削減を図るため、１０年間の定年退職予定者数３０人に対し、

職員採用を１１人とし、採用を抑制しつつ職員数の減少を図ります。 

 

 ③  定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要 

     定員適正化計画の進捗状況は、 次のとおりです。 

                                                 （各年 4 月 1 日現在） 

        区分  

 部門 

平成14年 

計画前年 

平成15年 

１年目 

平成16年 

２年目 

平成17年 

３年目 

平成18年 

４年目 

平成1９年 

５年目 

平成２０年

６年目 

減 員      4      3     7     2     2 

増 員       1     

差 引     -4     1    -3    -7    -2    -2 
一般行政 

職員数   110   106   107   104    97    95    93 

減 員       2     1      3     1 

増 員      4       3   

差 引      4    -2    -1     3    -3    -1 
特別行政 

職員数    15    19    17    16    19    16    15 

減 員       1     

増 員        2      2     2 

差 引      -1     2      2     2 

公営企業等

会計 

職員数    13    13    12    14    14    16    18 

減 員      4     3     4     7     5     3 

増 員      4     1     2     3     2     2 

差 引      0    -2    -2    -4    -3    -1 
計 

職員数   138   138   136   134   130   127   126 
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        区分  

 部門 

平成２１年 

７年目 

平成２２年

８年目 

平成２３年

９年目 

平成２４年

１０年目 

15年～24年 

計 

(参考) 

数値目標 

減 員    4   4   2    ２８  

増 員     1   1   2   2      ７  

差 引     1 -3 -2      －２１  
一般行政 

職員数    94    91    89    89    ８９    ９０ 

減 員     1      2     1     １１  

増 員      1                 ８  

差 引    -1     1    -2    -1    －３  
特別行政 

職員数    14    15    13    12    １２    １４ 

減 員     1     1      ３  

増 員              ６  

差 引    -1      -1      ３  

公営企業等

会計 

職員数    17    17    17    16    １６    １５ 

減 員     2     4     6     4    ４２  

増 員     1     2     2     2    ２１  

差 引    -1    -2    -4    -2   －２１  計 

職員数   125   123   119   117  １１７ 

(110.5%) 

 １１９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※教育長を含まない数値となっています。 

（注）１ 計画期間は、平成１５年度から平成２４年度の１０年間です。 

        ２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。 

 

 

２ 職員の給与の状況 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

 

区 分 
住民基本台帳人口

 （年度末） 

歳出額 

Ａ 
実質収支

人 件 費 

Ｂ 

人件費率 

（Ｂ／Ａ） 

（参考） 

22年度の人件費率

23年度 
H24.03.31 

  12,646 人 

     千円

4,231,191

    千円

 259,823

      千円

  930,484 

      ％ 

  22.0 

        ％

   23.2 

※ 人件費には、職員給の他、議員報酬、委員等報酬、共済組合負担金等が 

含まれています。 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

 

給     与      費 
区分 

職員数 

Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

１人当たり給与費 

（Ｂ／Ａ）

23年度 
    人 

  102 

     千円 

 388,995 

    千円

 30,962 

         千円 

    135,868 

     千円 

 555,825 

      千円

   5,450 

 （注）１ 職員手当には退職手当を含みません。 

    ２ 職員数は、公営企業会計職員を除いた平成 23 年 4 月 1 日現在の人数です。 
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（３）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況 

                                            （平成 24 年 4 月 1 日現在） 

一 般 行 政 職 全  職  種 
区 分 

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

越 生 町 
        円 

  326,363 

        円

  343,387 

     歳

  44.7 

        円

  325,887 

        円 

  341,631 

     歳

  44.6 

※ 給与月額は、給料、扶養手当及び住居手当の平均の合計額です。 

 

（４）職員の初任給の状況 

                                （平成 24 年 4 月 1 日現在） 

越  生  町 国 

区  分 
初任給 

採用２年経過日

給料額 
初任給 

大学卒    172,200円    184,200円    172,200円 
一般行政職 

高校卒    140,100円    148,500円    140,100円 

※ 技能労務職の職員はおりませんので掲載していません。 

 

（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 

                                               （平成 24 年 4 月 1 日現在） 

区    分 経験年数10年～15年未満 経験年数1５年～20年未満 経験年数20年～25年未満

一般行政職 
大学卒 

高校卒 

       286,800円

         -  円

      302,000円

        -  円

      345,300円

      300,100円

※ 技能労務職の職員はおりませんので掲載していません。 

※ 地方公務員給与実態調査の一般行政職の調べに基づくものです。 

（注）経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、 

採用後の年数をいうものです。 

 

（６）一般行政職の級別職員数の状況 

                                           （平成 24 年 4 月 1 日現在） 

区  分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 

標準的な 

職務内容 

主事 

技師 
主任 主査 主席主査

課長補佐

主幹 
課長 

計 

  職 員 数 １４ １３ ４０ １０ ２２ １１ １１０

  構 成 比 12.7 11.8 36.4 9.1 20.0 10.0 100.0

参考  １ 年 前 構 成 比 11.7  9.9 38.8 10.8 18.9 9.9 100.0

（注）１ 越生町の給与条例に基づく一般行政職給料表が適用される職員の級

区分による職員数です。 

      ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

      ３ 水道課職員は除いています。 
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（７）昇給期間短縮の状況 

区     分 合   計 一般行政職 技能労務職

 職員数   (A)   １２３人   １２３人        ０人

普通昇給期間(12月)を短縮して

昇給した職員数 (B) 

 

     ０人

 

     ０人 

 

       ０人
22年度 

 比 率 (B)/(A)      ０％      ０％        ０％

 職員数   (A)   １１９人   １１９人        ０人

普通昇給期間(12月)を短縮して

昇給した職員数 (B) 

 

      ０人

 

      ０人 

 

       ０人
23年度 

 比 率 (B)/(A)       ０％       ０％        ０％

※ 水道課職員等を含みます。 

 

（８）職員手当の状況 

 区 分        越 生 町              国 

期末手当 

 

勤勉手当 

 平成23年度支給割合 

       期末手当   勤勉手当 

 ６月期  1.225月分  0.675月分

 12月期  1.375月分  0.675月分

   計    2.600月分 1.350月分

 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置 

平成23年度支給割合 

       期末手当   勤勉手当 

６月期  1.225月分  0.675月分

 12月期  1.375月分  0.675月分

   計    2.600月分 1.350月分

 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置 

退職手当 

（支給率）  自己都合  勧奨・定年 

勤続20年  23.50月分  30.55月分 

勤続25年  33.50月分  41.34月分 

勤続35年  47.50月分  59.28月分 

最高限度額   59.28月分  59.28月分 

 

その他の加算措置 

 定年前早期退職50歳以上の者

 １年につき 2/100 加算 

 

 

       自己都合・その他  勧奨・定年 

一人当たり        千円          千円 

平均支給額      -     27,792 

（支給率）  自己都合  勧奨・定年 

勤続20年  23.50月分  30.55月分 

勤続25年  33.50月分  41.34月分 

勤続35年  47.50月分  59.28月分 

最高限度額   59.28月分  59.28月分 

 

その他の加算措置 

 定年前早期退職 

 特別措置 ２～２０％加算 

 

 

（注）退職手当の一人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職

員に支給された平均額である。 

   なお、自己都合・その他の事由により退職した職員はおりませんでした。 
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                                            （平成 24 年 4 月 1 日現在） 

支給対象 

職員数 
支 給 額 １人当たり支給月額

管理職手当 

３３人 

課長    50,000円 

参事    40,000円 

課長補佐  30,000円 

主幹    25,000円 

35,152 円 

※ 水道課等の職員は、含みません。 

 

 支  給  総  額        8,817,159 円 
２２年度 

 職員１人当たり支給年額          108,854 円 

 支  給  総  額        9,126,056 円 

 

 時 間 外 

 勤務手当 
２３年度 

 職員１人当たり支給年額          120,080 円 

※ 水道課分は、含んでおりません。 

 

区 分 内    容 国の制度との異同 国の制度と異なる内容

 扶養手当 配偶者 

→13,000円 

配偶者以外扶養親族 

→１人につき6,500円 

特 定 期 間 に あ る 扶 養 親 族 と し て の 子

に つ い て は 、 １ 人 に つ き 5 , 0 0 0円 を

加算 

同  

 住居手当 借家等居住者 

→家賃に応じて支給 

（最高限度27,000円） 

持ち家居住者→4,500円 

異 持ち家居住者に4,500円

を支給 

 通勤手当 交通機関（電車等）利用者 

→運賃相当額（原則として６か月分

を年２回支給） 

交通用具（自動車等）利用者

→距離に応じた額（2キロ以上）

同  

 

○特殊勤務手当：平成１８年度から全廃しました。 

 

○地域手当：平成２２年度から国基準に合わせ廃止しました。 
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（９）特別職の報酬等の状況（平成 24 年 4 月 1 日現在） 

 

区    分 給 料 月 額 等 

給 

料 

    町 長 

    副 町 長 

    教 育 長 

            ５８６，４００円 

            ５８５，２００円 

              ５３１，０００円 

報 

酬 

    議 長 

    副 議 長 

    委 員 長 

    副 委 員 長 

    議 員 

            ２９７，０００円 

            ２２７，０００円 

            ２２２，０００円 

            ２１６，０００円 

            ２１４，０００円 

    町 長 

    副 町 長 期
末
手
当 

  議 長・ 副議長 

  委員長・副委員長   

   議   員 

平成２３年度支給割合 

６月期    １．８０月分 

１２月期    ２．０５月分 

計           ３．８５月分 

※ 町長は２０％、副町長は５％、教育長は１０％の減額措置を行っています。 

 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）勤務時間の概要 

   職員の勤務時間は、週３８時間４５分（国も同様）と定められており、

原則として、平日の８時３０分から１７時１５分まで（１ ２ 時 ０ ０分 か ら １３ 時 ００ 分

ま で の 間は 休 憩時 間）の７時間４５分勤務となっております。 

     また、窓口業務等を行っている課における勤務時間やお昼の休憩時間に

ついては、勤務時間の割り振りや休憩時間の変更を行っております。 

 

（２）休暇制度の概要・種類等 

   職員の休暇には、年次有給休暇・病気休暇・特別休暇・介護休暇・組合休暇

があり、それぞれの概要は以下のとおりです。 

 

    年次有給休暇：労働基準法第３９条の諸規定に従って与えられる有給によ

る休暇であり、１年につき最高２０日間付与され、前年度

からの繰越分を含めると最高４０日間となります。 

    病気休暇：勤労意欲があっても負傷又は疾病のために勤務することができ

ない職員に対し、医師の証明等に基づき必要な期間その治療に

専念させる目的で設けられた有給の休暇です。 

・公務上の負傷又は疾病の場合 その療養に必要な期間 

・ 上 記 以 外 の 負 傷 又 は 疾 病 の 場 合  ９ ０ 日  

※ 病 気 休 暇 使 用 後 ２ ０ 日 に 達 す る ま で の 間 に 再 度 病 気 休 暇 を

使 用 し た 場 合 、 前 後 の 期 間 を 通 算 し ま す （ H2 4 . 4～ ） 。  
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特別休暇：特別の事由により、職員が勤務しないことが相当である場合に

認められる有給の休暇です（種類及び日数は下表のとおり）。 

    介護休暇：配偶者、子、職員又は配偶者の父母などの親族で、負傷、疾病

又は老齢により２週間以上にわたり日常生活を営むのに支障が

ある者の介護をするため、勤務しないことが相当であると認め

られる場合における無給の休暇です。 

    組合休暇：労働組合の業務又は活動に従事するために認められる無給の休

暇です。 

 

（特別休暇の種類及び日数） 

項    目 日    数 

① 選挙権その他公民としての権利を行使

する場合 

 

② 裁判員、証人、鑑定人、参考人等として

国会、裁判所、地方公共団体の議会その他

官公署へ出頭する場合 

 

③ 出産の場合 

 

 

 

④ 妊娠中又は出産後１年以内の職員が妊娠

又は出産に関し母子保健法第10条に規定す

る保健指導又は同法第13条に規定する健康

診査を受ける場合 

 

 

 

 

 

⑤ 妊娠中の女子職員が通勤に利用する交通

機関の混雑の程度が母体又は胎児の健康保

持に影響があると認められる場合 

 

⑥ 生後１年に達しない子を育てる場合 

 

⑦ 生理日における勤務が著しく困難な場合

 

 

 

 

 

その都度必要と認められる期間 

 

 

 その都度必要と認められる期間 

 

 

 

 出産予定日６週間（多胎妊娠の場合にあっ

ては、１４週間）前から産後８週間を経過す

るまでの期間 

 

 妊娠６月（１月は２８日として計算する。以下

この号において同じ）までは４週間に１回、妊娠

７月から９月までは２週間１回、妊娠１０月から

出産までは１週間に１回、産後１年まではその間

に１回（医師等の特別の指示があった場合には、

いずれの期間においても、その指示された回数）

とし、１回につき１日の範囲内でその都度必要と

認められる時間 

 

 正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、

１日を通じ１時間を超えない範囲内でそれぞれ

必要と認められる時間 

 

１日２回それぞれ３０分間 

 

３日の範囲内においてその都度必要と 

認められる期間 
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⑧ 忌引の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 配偶者及び父母の祭日の場合 

 

 

 

⑩ 感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律による交通の制限若しく

は遮断又は健康診断の場合 

 

⑪ 災害による職員の現住居の滅失又は破壊

の場合 

 

⑫ 結婚の場合 

 

⑬ 妻の出産の場合 

 

 

⑭ 心身の健康維持及び増進又は家庭生活の

充実を図る場合 

 

⑮ 小学校就学の始期に達するまでの子（配

偶者の子を含む。）を養育する職員が、そ

の子の看護（負傷し、又は疾病にかかった

その子の世話を行うことをいう。）のため

勤務しないことが相当であると認められる

場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  死亡した者が、職員と生計を一にする姻族は、 

血族に準じる。 

２  代襲相続の場合において祭具等の継承を受けた者は、

父母に準ずる。 

３  葬祭のため遠隔の地に赴く必要のある場合には、 

その往復に要する実日数を加算する。 

 

 それぞれ１日。ただし、遠隔の地に赴く必要の

ある場合は、往復に要する実日数を加算した日数

 

 

 その都度必要と認められる期間 

 

 

 

１週間の範囲内においてその都度必要と 

認められる期間 

 

 ５日の範囲内において必要と認められる期間 

 

 ３日の範囲内においてその都度必要と 

認められる期間 

 

 一の年の７月から９月の期間内における原則

として５日の範囲内の期間 

  

 一の年において５日（その養育する小学校

就学の始期に達するまでの子が２人以上の場

合にあっては１０日）の範囲内の期間 

 

 

 

 

死亡した者 日  数  
配偶者     ７日  

 血族  姻族 
 一親等の直系尊属（父母） 

 ７日  ３日 

 同 卑属(子) 

 二親等の直系尊属（祖父母）

 同 卑属(孫) 

 二親等の傍系者（兄弟姉妹）

 三親等の傍系尊属（伯叔父母）

 ５日 

 ３日 

 １日 

 ３日 

 １日 

 １日 

 １日 

  － 

 １日 

 １日 
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⑯ 日常生活を営むのに支障がある者の介護

その他規則で定める世話を行う職員が当該

世話を行うため勤務しないことが相当であ

ると認められる場合 

 

⑰ 地震、水害、火災その他の災害又は交通

機関の事故等により出勤することが著しく

困難な場合 

 

⑱ 地震、水害、火災その他の災害時において 

通勤途上における身体の危険を回避する場合 

 

⑲ 骨髄移植のための骨髄液の提供希望者と

してその登録を実施する者に対して登録の

申出を行い、又は骨髄移植のため配偶者、

父母、子及び兄弟姉妹以外の者に骨髄液を

提供する場合で、当該申出又は提供に伴い

必要な検査、入院等をする場合 

 

⑳ 職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで社会

に貢献する活動（専ら親族に対する支援となる

活動を除く。）を行う場合で、その勤務しない

ことが相当であると認められるとき 

 １の年において５日（対象者が２人以上の

場合にあっては１０日）の範囲内の期間 

 

 

 

  その都度必要と認められる期間 

 

 

 

  その都度必要と認められる期間 

 

 

  その都度必要と認められる期間 

 

 

 

 

 

 

 一の年において５日の範囲内で必要と 

認められる期間 
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（３）年次有給休暇の取得状況 

   平成２３年１月１日から平成２３年１２月３１日までの一般職員の年次

有給休暇の平均取得日数は７．２日となっており、平成２２年（７．０日）

と比べて０．２日増加しています。 

   なお、一般職員とは、対象期間の全期間を在職した者であり、対象期間

の途中に採用、退職、育児休業、休職並びに派遣された職員を除きます。 

 

（４）育児休業等の取得状況 

   育児休業とは、職員が任命権者の承認を受けて、その３歳に満たない子

を養育するため、子が３歳に達する日までの期間を限度として、職務に従

事しないことを可能とする制度です。育児休業をしている期間については、

給与は支給されません。 

   一方、部分休業とは、職員が任命権者の承認を受けて、小学校就学の始

期に達するまでの子を養育するため１日の勤務時間の一部（２時間を限度）

について勤務しない制度で、休業した期間の給与は減額されます。 

      平成２３年度に育児休業を新規に取得した職員は２名であり、部分休業

を新規に取得した職員はおりません。 

 

育児休業 部分休業           休業の種類 

休業者の内訳  うち新規  うち新規 

取得者合計        ４       ２        ０       ０ 

うち女性        ４       ２        ０       ０  

    男性        ０       ０        ０       ０ 

 

（５）時間外勤務の状況 

      平成２３年度における一般職員の一月当たり平均時間外勤務時間は、 

  ４．４時間となっており、平成２２年度に比べて０．５時間増加しました。 

   また、平成２３度の総時間外時間数は、４，１０９時間です。 

     なお、四半期ごとの時間外勤務の一人当たり月平均時間の状況は下表の

とおりです。 

 

第１四半期 

（４～６月） 

第２四半期 

（７～９月） 

第３四半期 

（10～12月）

第４四半期 

（１～３月） 

年  間 

５．１時間／月  ３．２時間／月    ３．２時間／月  ６．１時間／月 ４．４時間／月

    ※ 水道課分及び振替分（代休分）を除く。 
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４ 職員の分限処分及び懲戒処分の状況 

（１）分限処分の状況 

平成２３年度に免職処分及び降任処分された者は、いませんでした。 

      また、平成２３度に休職処分にされた職員は、２人いました。 

（平成２３年度における職員の意に反する降任・免職の状況） 

    事由 

種類 

勤務成績が良く

ない場合 

心身の故障のため職務遂

行に支障がある場合 

その職に必要な適格

性を欠く場合 

廃職又は過員を

生じた場合 
計 

 降 任     ０（０）     ０（０）    ０（０）    ０（０）   ０（０）

 免 職     ０（０）     ０（０）    ０（０）    ０（０）   ０（０）

（注）（ ）内は、平成２２年度の人数を示す。 

 

（２）懲戒処分の状況 

   平成２３年度に懲戒処分を受けた職員はいませんでした。 

 

 

５ 職員の服務の状況 

（１）職員の守るべき義務の概要 

   地方公務員法第３０条は、服務の根本基準として「すべて職員は、全体

の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たって

は、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定しています。 

この根本基準の趣旨を具体的に実現するため、地方公務員法は、職員に

対して、法令等及び上司の職務上の命令に従う義務（法第３２条）、信用

失墜行為の禁止（法第３３条）、秘密を守る義務（法第３４条）、職務に

専念する義務（法第３５条）、政治的行為の制限（法第３６条）、争議行

為等の禁止（法第３７条）、営利企業等の従事制限（法第３８条）など、

服務上の強い制約を課しています。 

 

（２）職務専念義務免除の状況 

   職員は、法律又は条例に特別な定めがある場合のほかは、その勤務時間

及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行のために用いなければなりま

せん（地方公務員法第３５条）が、「職務に専念する義務の特例に関する

条例」により、研修を受ける場合や厚生事業に参加する場合など任命権者

の承認を得て職務専念義務が免除されることがあります。 

     平成２３年度における承認件数は、１２８件となっています。 

その内訳は、健康診断（人間ドック）等のほか、他市町からの派遣職員

が派遣元市町への報告のための承認などとなっています。 

 

（３）営利企業等従事の許可状況 

   職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする会社等の役

員を兼ねたり、報酬を得ていかなる事業若しくは事務にも従事したりして

はならないとされています（地方公務員法第３８条）。営利企業等の従事

許可については、「越生町職員服務規程」に定められています。 
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６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

（１）研修の概要 

   平成２３年度に実施した研修には、延べ２５９人が受講しております。 

当町における研修体系及び平成２３年度実施状況は、以下のとおりです。 

主  催 参加人数 研  修  種  別 

彩の国人づくり広域連合   ４６人
各種階層別研修、地方自治法、 

地方公務員法研修など 

西部五市町共同研修会   １１人
初級職員、行政法、住民満足度、

接遇研修など 

国際文化アカデミー 

市町村アカデミー 
１人

政策実務系研修 

（学生とつくる魅力あるまち） 

郡町村会   １７人 職員研修 

その他    ８人 同和対策指導者養成研修など 

１４３人 人権問題講演会 

   ３人 新規採用職員研修 町（自主研修） 

  ３０人 職員研修 

 

（２）職員の勤務成績の評価 

      「越生町職員の勤務成績評定に関する規程」に基づき、概ね次のように

実施しました。 

   越生町の勤務評定は、６月１日と１２月１日を集計基準日として、９月

末日と３月末日に行った勤務評定を集計し、勤勉手当の成績率や昇給に反

映いたしました。評価の方法は、職位評価、業績評価、勤務評定要素基準

評価及び特別評価により行っています。 

    評価は、自己評価、１次評価、２次評価とし、１次評価は、グループ長

が行い、２次評価は、課長が行い、副町長及び教育長が、各課及び各個人

の調整を行います。 

   職位評価は、おかれている職位（役職）としてその職務をどの程度全う

し、責任を果たすとともに能力を発揮しているかを５０点満点で評価する

もので、普通を２５点としています。 

   業績評価は、「目標による管理」の手法を踏まえ業務目標による達成度

を評価するもので、各職員が上司と面接の上、目標を設定し、その難易度、

達成度により判定し、１００点満点で評価を行います。 

     勤務評定要素基準評価は、「知識・技術、判断力、企画・計画力、折衝・

調整力、情報収集活用力及び住民対応力などの１０項目を５段階で評価す

るもので、普通を３点としており、普通が３０点となります。 

     特別評価は、顕著であると認められる実績（業務内容）、賞罰、その他

特に必要なことがあった場合に、加算するものです。 

     これらの点数を合計し、調整者（副町長等）が勤務成績の評定について

調整し、町長が決定します。 

     この評定結果は、勤勉手当や昇給の査定に活用しています。 
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７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）福利厚生制度の概要 

      職員の共済制度は、地方公務員法第４３条に基づいて定められた地方公

務員等共済組合法によって具体的に定められています。共済制度を運用し、

実施する主体は、埼玉県市町村職員共済組合です。 

      共済組合では、組合員である職員とその家族の病気・ケガ・出産・死亡

等に対して必要な給付を行う「短期給付事業」、職員の退職・障害・死亡

に対して年金又は一時金の給付を行う「長期給付事業」、健康の保持増進

事業や住宅資金の貸付けなどの「福祉事業」の大きく分けて３つの事業を

行っています。 

   その他の福利厚生制度として、職員のための任意の互助組織として「職

員互助会」を組織し、植裁等のボランティア活動などの事業を実施してお

り、平 成 ２ ４ 年 ４ 月 １ 日 現 在 の 会 員 数 は １ ２ ４ 人 と な っ て い ま す 。 

 

（２）福利厚生制度に係る町の負担状況 

共済組合の事業を運営する費用は、組合員である職員の掛金と使用者で

ある町の負担金によって賄われています。町の負担金率は法定されてお

り、平成２３年度は、１４１，０６７千円（水道課等は含んでいません。）

の負担金を支出しました。 

ま た 、 平 成 ２ ３ 年 度 の 福 利 厚 生 事 業 の 一 環 と し て 、 越 生 町 職 員

互 助 会 へ 補 助 金 ４ ４ ７ ，９ ４ ５ 円（ 会 員 一 人 当 た り ３ ，５ ５ ５ 円 ）

を 実 績 に 応 じ て 支 出 し ま し た 。  

こ の 補 助 金 は 、 下 記 の と お り 支 出 さ れ て い ま す 。  

 

○ 平 成 ２ ３ 年 度 職 員 互 助 会 収 支 決 算 資 料          （ 単 位 ： 円 ）  

科  目  支  出  説   明  

人 間 ド ッ ク 助 成  21 件  105,000

訴 訟 保 険 加 入 助 成  61 件  179,040福 利 厚 生 費 324,040

退 職 者 花 代  5 件  40,000

需  用  費 123,905 総 会 記 念 品 代 等   

補

助

事

業

費 計  447,945    

 

（３）公務災害の発生状況 

   公務災害補償制度は、職員が公務上の災害（負傷、疾病、障害及び死亡）

又は通勤による災害を受けた場合に、その災害によって生じた損害の補填

（補償）と被災職員の社会復帰の促進及び職員・遺族の援護を図るために

必要な事業（福祉事業）を行うことを目的としています。 

具体的には、地方公務員法第４５条に基づいて定められた地方公務員災

害補償法によって定められています。 

      平成２３年度中に公務災害もしくは通勤災害と認定された件数は、１件

（公務災害１件、通勤災害０件）でした。 


